

	がん医療の充実（在宅医療体制の充実）

	第二期計画における取組目標
	第二期計画初年度（Ｈ25）の主な取組
	２６年度の主な取組
	２７年度の主な取組
	２８年からの取組案

	（１）在宅医療提供体制の充実
○　在宅医療を提供するための地域連携の状況について、効果的な取組を行っている地域の取組状況を把握し、国指定拠点病院等を通じて、府内の医療機関へ効果的な医療連携事例の浸透を図ります。
○　国指定拠点病院が中心となり、二次医療圏毎に、医療及び介護に携わる関係機関同士が地域の在宅医療に関する情報共有を図り、在宅医療に係る地域連携の推進に向けた課題を検討するための仕組みを構築します。
（２）人材育成
○　国指定拠点病院及び府指定拠点病院が中心となって、診療所、薬局、訪問看護ステーション及び訪問介護事業者等介護サービス機関の医療・介護従事者と、在宅医療への相互理解を高めていくための勉強会・研修会等の実施に努めます。


	（１）在宅医療提供体制の充実
○地域連携の取組

・府担当者と協議会事務局において、今後の政策課題・地域課題について議論する中、特に在宅分野への取り組みの働きかけを行った。

（主な取組例）

・南河内医療圏　

圏域内の在宅医マップを作成するなどネットワーク協議会で緩和ケアを重点的に取組む

（がん診療連携協議会で報告）

・堺医療圏

病院、診療所、歯科診療所、薬局、訪看ＳＴの協力のもと、区ごとの情報マップを作成。（平成26年２月）

堺地域「医療と介護の連携強化」病院連絡協議会（Ｃ・Ｃコネット）を設置。

○がん対策基金を活用した取組

・平成25年度のがん対策基金の活用による企画提案型公募事業に「がん患者の在宅療養・看護」をテーマに募集

⇒特定非営利活動法人泉州がん医療ネットワークの「泉州地区におけるがん患者の在宅医療体制を整備する事業」を採択し、10月より基金事業として実施。
（２）人材育成
・三島医療圏

　　三島圏域がん研究会を設置し、在宅医療をテーマに在宅医を講師に招き研修会の実施

	（１）在宅医療提供体制の充実
○府指定がん診療拠点病院の指定要件改正
　・在宅における緩和ケアの充実強化を図るため、国の指定要件を踏まえ、指定要件を改正

　 （主な改正点）①地域連携時にはがん疼痛等の症状が十分に緩和された状態での退院に努め、院内での緩和ケアに関する治療が在宅診療でも継続して実施できる体制を整備　　　など

○地域連携の取組

　・在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成

三島医療圏、南河内医療圏、堺市医療圏

　　　※他圏域でも作成に向けて検討中

　
・地域連携クリティカルパスの活用

医療圏統一型パスの作成、地域医療機関向け説明会の開催　など

○がん対策基金を活用した取組

・平成26年度のがん対策基金の活用による企画提案型公募事業に「がん患者の在宅療養・看護」をテーマに募集

⇒特定非営利活動法人泉州がん医療ネットワークの「泉州地区におけるがん患者の在宅医療体制を整備する事業」を採択し基金事業として実施。
（２）人材育成
○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）
補助機関数　９機関

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会を開催（平成26年11月）

　（内容）在宅で活かせる症状緩和のコツ

　　　　　　　在宅ホスピス医の立場より　せん妄の評価と対応
	（１）在宅医療提供体制の充実
○地域連携の取組

・在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成
三島医療圏、南河内医療圏、堺市医療圏、中河内医療圏
　　　※他圏域でも作成に向けて検討中

・地域連携クリティカルパスの活用(再掲)
大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスの作成について検討

・在宅医療に携わる多職種の医療関係者を対象として、地域連携事例による緩和ケア研修会を開催
（２）人材育成
○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）

　　補助機関数　18機関【資料12】
○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会を開催（平成28年2月）

　（内容）地域包括ケアシステムにおける在宅看取り
　　　　　　　地域包括ケアシステムと緩和ケアの提供体制
　　　　　　　在宅看取りに欠かせないこと
	（１）在宅医療提供体制の充実
○地域連携の取組

・在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成

・地域連携クリティカルパスの活用

　大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスを作成

（２）人材育成
○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）

H28　予算　15,000千円
○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会



　
資料２





第二期大阪府がん対策推進計画の取組み状況について









